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環境・技術と組織構造

環境状況と組織適応 (1)一一

岸田民樹

I はじめに

今日の社会において企業の果たす役割は，非常比大きなものであることは疑

いない。 6しかしその反面，企業によって，社会全体に影響が及ぶような深刻な

澗題がうみだされていることもまた事実である。 ζのような企業行動のイ y パ

クトの大ききは，企業が一方ではきまぎまな環境諸条件に囲まれながら，他方

でそれ自身の行動論理，すなわち企業の組織的行動，経営者の裁量的行動など

のもとに，極めて多義的，多面的な活動を行っていることを示している。企業

は単一の実体からなる一義的なものではなく，企業を構成するさまざまな諸要

素間，および環境との相互作用主行いながら，しかもまとまった全体として機

古Eしているのである。

本稿では，乙のような視点から種々の環境状況と企業組織とのかかわり合い，

特にその組織構造による環境への対応の問題に焦点をあてる。ここでは企業と

いう対象をシステムとしてみる。なぜなら，企業のように環境との不断の相主

作用の中にあって，しかも全体としてのまとまりをもった対象に接近するには，

システム概念が有効だからである。従ってまず，企業組J織をシ旦テムとみる見

方はどのように変わってきたかを検討することが必要である。

11 経営管理におけ否システム概念の変遷

システム概念を思考方法の歴史という広い脈絡り中で考えるなら，次のよう

に禿展してきたといえる。まず. (1)システムとは諸要素の集合であり，全体と
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して一つ句まとまりを示すものである。 (2汐十界との相互作用を行いながら，全

体の統一性を脅かす撹乱が生じたとき巳は，それを打ち消すような抵抗を示す。

(3)更に，そのままでは撹乱に抵抗できないときには，構造上の再編成を遂げで，

より適応能力のすぐれたシステムへと発展する九

(1)の規定ではシステム内部のプロセλが問題となる。こ ζでは，デカノレトに

代表される還元主義的思考が採られる。すなわち，あらゆる問題をできる限り

単純な，孤立した諸要素に分割し，それを機械的に寄せ集めれば全体主理解で

きるという考え方である九従って組織分析においては， シエテムの合理性が

強調される rationalsyst日n としての組織規定に相応する。ここでは，フォー

マんに規定された組織が中心的な分析対象とされる。組織は操作可能な部分か

らなる，集団目的達成のための合理的手段であり，各司1分は能率の向上とし、ぅ・

観点から個別的に修正できると考えられる。それゆえに組織行動は意識的かっ

合理的に運営きれ，組横パター Yの変化ば効率のレベルをびきあげるための計

画として行われるのそして，合理性からの話離はあったとしても，無知や計算

の誤まりによるラ Y ダムなミスから生じたものと仮定される。 ζれは管理論に

おいては古典的管理論に相当する。ここでは，人間は経済的動機によってのみ

動かされると仮定される。作業は職能の専門化に基づいて分割され，殆んどの

調整は管理階層によって行われる。従って，コンフリグトの解決は余り問題と

ならず，個人や単位の目標を寄せ集めれば'/;7...テム全体の目標となると考えら

れ，専ら組織の内的問題に焦点があてられる。 [14J

(2)の規定では，システムの自己安定化作用が強調される。組織分析において

は naturalsystemがこれにあたる。すなわち，組織を相互作用関係からなる諸

要素で構成されるシステムとして把え，しかもその環境との相主依存関係を問

題とする。そのVλテムにとっては生存が目的である。何らかの逆乍用があっ

。佐藤敬三，科学論の現代泊課題とはなにか.，按術と人間」臨時増子L 昭和48年10月.3ト47ベ
ジに紹介さ札ているE ラスツロりシステムの定義を書照。
2) L. von Bertalanffy，“The History and Status of General Systems Theory，"旧仏 I
Klir Ced.)， Trends問 G印 eralSystems Theoη， 1971， pp. 21-24. 
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てもそれを相殺する力によって調整される。 [20)ょう Lて焦点は合理性からの

諦離ではなく，組織均衡の破壊， 特に均衡がホメオスタティック勾に維持され

るメカニズムにある。このモデルに対応する管理論は参加理論である。 (14)す

なわち，個人は自己実現によって動機づけられ，自己管理・完全性 (integrity)・

自己価値感〔田lf-worth) を求めるので， 個人が組織全体に統合されるために

は，各個人の努力の組織への参加と支持的な関係が必要であると考えられる。

こうして，全てのコ γフリクトは各個人の共同意思決定への参加によって処理

されるロまた Thompsonは， natural systemアプローチに属するものとし亡

人間関係論と Barnardをあげている。 (20)~，なわち，人間関係論は ralional

aystemモデルには含まれない諸変数〈感情，派関，地位 etc.)からなる自然発生

的なイ Y フォーマル組織を問題とする。そして，その適応的反応を組織におけ

る機能的発展Jと考え，組織の生存に不可欠なものとみなすロ Barnardほ，環境

正の相互作用関係にある組織を主り上げるが，組織は必ずしも自律的な実体で

はな<.経営者の統制下にない多くの変数を含むことを認めるn 但L.組織の

生存を問題とする生存モデルであること，焦点は誘因と貢献のパラ Y;えによる

対内的均衡にあり，その限りでは組織のホメオスタテイククな性格を問題とす

るものである。 (13)

(3)の規定では，自己組織化作用が重視される。すなわち，組織の存続を問題

とする生存ぞデソレではなし外界との物質及びエネルギーの不断の交換を行い

ながら， 従ってそのVステムの構成要素の不断の変化の中にあって， 自らを

維持し成長する姿を抱えるそテノレが必要である。 Bertalanffyは， ζのような

多変数聞の動的相主作用を一般的モデノレとして， 自発的・能動的活動が第一

次的であり， 刺激ーー反応はその上に重ねられた詞節機構として扱うのが，

open systemアプローチを基軸とする一般シエテム論の特徴であると述べてい

3) ホメオス夕、ンス (homeos阻"めとは，一連D相互に作用し合弓生理的過程に土って高等動物
の体内における椙対前に安定的な内的状態への傾向や，競争的簡動や他の動態H的心理状態などに

関連して，個人の心理状踏を相対的に安定的に保とうとする恒向，を指す o (6) (2) pp. 163-164 
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るの。管理論においては， 有効訟組織化の方法は環境によって条件づけられる

と主張する状況適合理論 (ContingencyTheory)がこれに対応する。たとえば F.

Luthansはシ旦テム理論の発展〔従って一般、ンステム論〕を背景にして. O. R. 

や managementscienceなどの数量的アプローチと， 人間関係論以後の行動

科学的アプローチとを統一して， いわゆる managementtheory jungleを切

り拓こうとするのが状況適合理論であると述べているへまた Kast.&Rosen-

zwelgは，一般システム論を現実の組織レヘノレに適用さるべく抽象度を落とし

たものが状況適合理論であると述べ℃いる"

従って，今日の企業組織を全体的に把えるためには，環境との相互作用の中

で理解することが必要である。そのために，環境状況を把握する枠組と，そこ

での組織構造の特徴を調べることが必要である。

III 環境の進化・類型

ζ こでは，企業の認知する環境の不確実性という観点から，環境を次のよう

に定義する。すなわち，環境とは「組織において，意思決定の際に直接考慮に

入れられる物的・社会的諸要因の総体j である。 [4J組織の直面する重要な問

題は， 環境の不確実性である。 乙の環境の不確実性には二つの次元がある。

[4 J C 5 J [20Jすなわち. Simple一Complex次元と S阻tic-Dynamic次元で

ある九前者は， 考慮すべき環境諸要因の数や種類の大小をあらわし，後者は，

絶えず、変化するか，あるいは安定しているかを示す尺度である。こη二つの次

元に沿って，環境の不確実性の差異という観点から，次の四つの環境状況が考

4) 'Bertalan妊y，o.ρcit.， pp. 24-28および L.V.ベノレタランフイ 「人間とロポット」長野敬
訳， 1971，特に13G-141くージ。

5) F. Luthans. "The Conti昭 encyTheory of M阻 ang回 lent;A Path out of the Jungle，" 
Bus問 essHori:wns. vol， XVI， No. ::1， 1!::l73， pp. 67一刀、
6) F. E. Kast & J. E. Rosenzweig， '‘General Systerns Theory: App1ications for Orgatii 
zation血 dManagem印 t，"Acad，叩 lyof Management Journal， vol. 15. No. 4， 1972. PP 
447-41日

7) Emery & Trist (5)は Randomized-Clusteredと Static-Dynamic，Thompson (20)は
Hornogeneous-Heterogen四国と Stable--剖:liftingの三つ由次元を認めてい孔
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えられる。 [4J

1. Static-Simpleな環境状況

これを Placid-Randomized環境と呼ぶ。 [5Jもっとも単純な環境で，考

慮すべき環境諸要因の数や種類が少なく，同質で時間的に不変である。従って

不確実性は殆んど存在せず，決定に関する情報をもつことができるので，決定

の結果を評価することができる。 C4Jつまり， 目標とそれを評価する基準

(noxiants'コは殆んど不変でラングムに分布している。 C5Jζ うして，標準化さ

れた反応やノレーノレによって適応が行われるので， この環境で0組繊は簡単な職

能別部門化があるだけである。 [20J

2. Complex-Staticな環境状況

これを Placid-εlust目 ed環境と呼ぶ。 C5J考慮すべき環境諸要因の種類

や数は多いが，時間的に不変である。 [4J目標Eその評価基準は， ある積の

方法で結びついている。環境そのものは公式には粘激化されておらず，取引作

用は殆んど組織によって開始され， コY トローノレされる。[19J組織が生存す

るためには環境について知ることが必要なので，この環境での組織の目的は，

他の組織よりも有利な位置を見い出すことである。そのためには， 資源の集

中・王計画の遵守・顕著な権限が必要である。従って，ここでの組織は，規模

が成長し階層化し，これに伴ってコントローんと調整が集権化され品傾向にあ

る。 [5Jこうして主に， 階層やノレーんによって適応がなされ， 多様な職能別

部門化が行われる。 r20J

3. Simple-Dynamicな環境状況

Disturbed-Reactive環境と呼ぶ。 [5J考慮すべき環境諸要因の種類や数

は比較的少ないが時間的に変化するので，意思決定に起する情報を得るのは困

難で時聞がかかる。従って 2.の環境よりも認知される環境不確実性が大であ

る。 C4Jこれは 2の環境に輸送・コミ z ニケーション・オートメーションな

どの技術進歩が加わり，規模の経済性が増大した場合である。この環境の特色

は， フィーノレド内に同様な多くのシステムが存在することである。従って組J紘



9:e (430) 第113巻第4.5号

の生存能力は， ifi司様なシステムの行動を予期し，反撃することに依存する。 [5J

[19Jこうして，ここでの組織は環境変化に対する反応のプラ γ ニ Yグに関心

をもっ。環境が dynarnicなので， 環境変化に対する反応を監視しプランする

ために，分権的な基盤に基づいて組J識が運営されることが必要である。 [20J

4. Complex.ー Dynan巾な環境状況

Turbulentと呼ばれる環境である。 [5J考慮すべき環境諸要因の種類や数

が多く，異質でしかも継続的に変化するので不確実性が非常に高い。従っ℃決定

を行うための適切な情報が得られないので，決定の結果を評価できない。 [4J

ここでは環境を構成する諸組織の相互作用だけでなく，環境フィ アレドそのも

のから"，"1ナミックなプロセAが生じる。諾組織の関連性の増大，経済的側面

正他の側面との相主依存性の増大， 競争上の chalIengeを満たすのに必要な

能力を達成するための研究開発への依存の増大などの諸要因によって，環境の

相互関連性が複雑化・急速イじする。こうして，ある組織にとって予測やコント

ロール不可能な変化が，将来はその組織の取引作用の相互依存性に影響を与え

る。 [5J [19J従って， ここでの組織は，環境の複雑化への対処のために職能

別部門化が必要であり，同時に環境の動態化への対処のために，分権的かつ柔

軟な組織構造が必要とされる。

第 1図環境次元と各環境状況の名検

Simple Complex 

Static 1. Placid-Randomized 2. Placid-Clustered 

Dynamic 3. Disturbed-Reactive 4. Turbulent 

それでは，環境状況は具体的にはどのような要因主通じて，企業の内部構造

に作用主及ぼ1のか。これが以下町課題である。

IV 技術と組織構造

全ゆる組織は，①社会における機能②パターン(構古〕③ input④ output③
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throughputをもっている。③④⑤は使用されている技術 (technoJogy)という

側面から叙述することができる。すなわち， input-throughput-outputのサ

イクんは， 基本的には一連の技術であれ これが組織の根本的特質である。

C7Jつまり企業は， input， outputという環境との聞の不断の取引活動の変化

に対して，技術を媒介としてこれに対処するのである。 (6)従って， 企業は

input-変換 (throughput)← Dutputの形で資源主環境と交換する open-system

とみる ζ とができる。 (2Jこのような.inputを outputに変換するために採

用されるテクニック町及びそりテクニックの複合体が技術 (technology)であり，

その変換プロセスにおいて，原材料を組織状況 (settings)~::.変える諸個人の相

互作用の形態が組織構造"である。[17Jこうして，技術は構造に影響を与えz

相主作用を形成し，組織メンバーのバーソナノレた件格に影響を与える。従って.

重要なのはこの技術と組織構造との関連を考察することである。 C7J

次に組織構造が対応しなければならない重要な技術の要素は何かが問題とな

る。 Huntによれば，これは技術の複雑性である。 C7Jたとえば Woodwardは，

この複雑性に従って産業のタイプを①単位及び小パッチ②大パッチ及び大量生

産③連続プロセス，に分類した。こうして次のことを発見した。①③では，意

思決定に対する権限と責任の委譲の程度が高<，参加的な管理スタイノレの柔軟

な構造をもった組織が有効であった。更に管理者については，③では資格と知

識に基づいた知的な技術的有能さが，①では長い経験と know-howに基づく

直観的な有能さが重要であった。ところが①では，物理的な作業の流れはそれ

ほど厳格な制約にならず，技術よりもむしろコ Y トロールシステムが組織を決

定する要因であり，義務・責任が明確に定義されている組織が有効であった。

[22J [23Jまた Harveyは，技術が変わりやすい (changeful)か脅かという観

点から，適切な組織化の方法は新製品導入の数に依存すると考えた。すなわち，

8) テクエ γクとは，一般に technologyIl)具体的な適用の技法である。 W.G スゴツト編著
「車且静願意と分析」高橋 松田監訳，昭和46年， 12ベージ参照し
9) 技術は，基本的には原材料とそれを変換する人間活動とり関係であり，組織構造とは，原材料
を変換させるため申請個人の相互作用に関するものである。 [17Jp. 197 
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技術を① specific② intermediate① di宜useの三つに分類し，@のタイプで

好業績をあげている組織は①のタイプに比べて次のような特徴をもっているこ

とを発見した。つまり，サプ単位がそれほど特定化されておらず，権限のレベ

ノレがタなく，全従業員に対する管理者と監督者の数の比率が低く，業績プログ

ラムの明確度が低かった問。

従って以上より，技術の複雑性とは， 組織における作業が直面する問題〈例

外〉及び実務上の困難が発生する頻度， 及び問題がおこったときにそれを解決

するのに必要な個人の自由裁量 (discretion)や判断の程度の関数であるという

ことができる。 (7)こうして， 技術の複雑性をあらわすこつの次元が考えら

れる。①作業中に遭遇する例外の数が多いか少ないかを示す次元。①例外がお

こったときに個人が行うサーチプロセスの性質が，論理的分析的基盤に基づい

て導かれるか，あるいは問題が暖昧で殆んど定式化されていないために実質的

に分析ができない， という次元。(17)つまり， サーチプロセスの性質が分析

可能であれば，手続きやノレーノレは明確に定義され，従って個人の自由裁量や判

断の余地は少ない。しかし，追求さるべきサーチプロセ只が分析困難な時には，

明確な手続きゃんーノレの設定は困難で，個人の自由裁量や判断の余地は大き〈

なる。こうして，この二つの次元に沿って次の四つの状況を考えることができ

る。

第 2図技術と組織構造

例外が少ない 例外が多い

分析可能なサチ I1.-Routine 2. Engineering 

分析不可能なサーチ I 3. Craft I 4. Non-routine 

c. Perrow. (17J [18) 

更にここでは，組織の課業構造に関連して， コントロールと調整の二つの側

10) K Harvey，“Technology and the Structure of Organizations，" 'Amen"can品ω均叫r
Review. vo1. 33、No.2. 1968， pp. 247-259 
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面から組織講造をみる。コ Y トローノレには①自由裁量と伍権限 tFwer〉が含ま

れる。①は個人やグループが課業を遂行する際にもつ自由裁量の程度である。

これは，与えられた目標・戦略内での重要な相互依存的課業の選択に関する問

題であり，従って意思決定の結果は目標や戦略に直接には影響しない。①は，

個人やグノレーブが稀少資源を動かし，状況り定義(たとえば原材料の性質の定義〕

をュ γ トローノレずる権限である。これは，基本的な目標・戦略についての選択

を含むので，直接結果に影響を与える。

組織構造を特徴づけるもう一つの変数は調整 (coordinat旧 n)である。 ζ ょで

は，調整がプラ Yによって達成されるか，あるいはフ fードパッグによって達

成されるかを問題とする。すなわち，相互依存性が低ければ，課業はプログラ

ム化されうるのでプラ γ によって調整が行われる。キ目τ依存件が高い場合には，

フィードバックによって調整が行われると考える川。 [17Jこれを③クソレープ内

の調整の基盤と④グノレーフ。問の相互依存性の程度について検討する。

また組織を運営するための職能領域は，次の三つのレベノレに分けることがで

きる。 a)デザイン及びプラ Yニングレベル〔生産すべき財や用役の種類，対象と

すべき顧客， 採用すべき技術， 選択すべき資金源などの重要な決定を行う)b)技術

レへん〔技術的なコントローんとサボ トを行う o 生産及び品質管理，市場リサーーチ，

エンシニアリングなど) c)監督レベノレ〔原材料を扱う人々と直接販売を行う人々。

直接の監督を行う〕ここでは b)と c)について技術と組織構造の関係をみる1ao

11) Thompsonはこの相互依存性を三つに分類している。①品1接的 (poo凶〕相互位存性〔各単
位は別々に全体に貢献して直接の相互依存関係はないが，そのいずれを究いても全体としての組
織行動は生きを期しえない場合〕軍遂次的〔配中四国1)相互世存性〈たとえば， A.B. C. 0)組
織単位白聞に連続的な相互依存関係があり， Bの行為ほAOJ行為的あとにおいてのみ行われ， C
の行為はBの行為Dあとにおいてのみ行われるという場合〕①交E的 (reciprocal)相互依存性
(たとえばAのoutputがB'"旧 putになり， BのoutputがAの iupuiとなるような相互作
用の関係がある場合)(20) pp. 54-55 
12) デザイ γ及びプランエzグレベルは，他の領域よりも多〈の lnputを環境から受け取る。 そ
してそ白課業と技術は内部，外部両方の刺散を受ける。従って，製品に固有な性格は不変でも，
付随的危性格自急敢な変化によって技荷及び監督レベルがル テインでも，ノンノレ ティ γな課
業が導入されることもある。 (17)pp. 113-114 
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1. Routine 

ここでは，原材料は画一的で安定的であり，殆ゐど例外の発生がなく，サー

チプロセスは分析可能である。従って生産プロセ旦は充分プログラム化されう

るので，技術レベル及び監督レベルの自由裁量は低い。技術レベルは，監督レ

ベノレ白ノレーァィンなレポートに基づいて生産についての監督レベノレの活動を命

令できるので，相対的な権限は大きい。各々のレベル内の調整はプヲ γ によっ

てなされる。また二つのレベル聞の相主依存性ほ低い。この構造特徴は官僚制

モデノレに近いn このような状況における全体的な組織構造の特性は，フォーマ

ノレな集権化である。 (17J

2. Engineering 

多くの例外が発生するが，サーチプロセスは分析可能な場合である。技術レ

ベノレはサーチ手続きの必要な多くの例外を扱うので， 自由裁量も権限も大きい。

このレベル内部の調整は，問題解決のための情報のフィードパックによって達

成される。他方，監督iレベルはサ一千そのものは行わず，サーチデロセスの結

果に対して反応するだけなので，自由裁量も権限も小さい。従ってこのレベル

内部での調整の基盤はプランである。技術レベノレが監督レベノレの犠牲のもとに

例外を処理するので，二つのレベノレの栖互依存性は低い。さまざまな企画は技

術レベノレから一方的に命じられ執行されるので，技術レベルから監督レベノレへ

の一方的な関係が支配的である。構造特性は，従っ℃集権的である。 [17J[18J 

3. Craft 

例外の発生は少ない。しかし，発生したときにはサ チは分析困難である。

この例外は生産と直結した人々によコて処理され毛ので，管理サービスは殆ん

ど展開されない。 (17)従って， 監督レベルは自由裁量も権限も大きし この

レベル内ではフィ ドバヅグによって調整がなされる。技術レベノレは生産の監

督に応じて行動するので，自由裁量も権限も小さし調整はプラ Y によって行

われる。両レベノレの相互依存性は高くない。従って全体の構造的特性は分権的

である。(18J



環壇技術と組織構造 (435) 97 

4. Non-routine 

原材料は画一的でなく，処理すべき例外も多<.そのためのサーチも分析困

難である。従って，基本的な原材料の変換を監督する監督レベノレ，及びこのプ

ロセスに対する技術的援助を提供する技術レベノレ双方の自由裁量は高いであろ

う。監督レベルはs 技術レベルから命令を受けるというより，その援助を求め

るという形をとるのでむしろ二つのレベルの区別は明確ではない。両レベノレの

権限は高いが，丘いに他を犠牲にするものではない。相互依存性が高いのでフ

イ←ドパックによる相互調整が必要である。 ζれは両 Vベノレが緊密に仕事を進

めていることを意味している。従ってここでり構造特性は柔軟で複数集権的

(polycentralized) ， つまり分権と集権がうまくミックプ、されたものであろうo

(17J (18J 

これらをまとめると第3図のごとくなる。以上より，環境の不確実性の増大

と共に環境関連的な inputと outputを媒介する技術が複雑化じ， それに伴

って組織構造が複雑化することがわかる。

技術レベル

監督レベル

構造特性

技術νベノレ

監督レベル

構造特性

第3図技術と組織構造の持性

鑓権限益三品皇近接豊富鑓権限証言語皇妊産里Z
低J 強 プラン 高 目直 フィードノミッ F

低 イ!&
低 耳目 プラン {正 ~~ プラ γ

Ro凶 n巴【フォーマIレ・集権的)1 2. Engineeri暗(柔軟・集権的〉

低 5ヨ プラン 高 8虫 フィード/ミック
低 高

高 目白 フィード/ミッタ 局 強 フィードノミッグ

Crah. (11権的〉 3 4. N0l1-1-outine (¥柔集軟権的・複数)

(じ F白 row[17) p. 111， [l8J p. 81) 

V 環境の不確実性と企業組織の分化・統合

それでは，環境状況による組織構造の差異は具弥的にはどのような形であら
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われるか。ここでは Lawrenceや Lorschの研究を中心に， 環境の不確実性

を異にする三つの産業〔プラスチック，食品，つンテナ)での組織構造の差異を確

認する。

1. 分化 (Differentiat旧n)と統合〆カニズム

組織はさまざまな環境に対処するために，機能を分化させる。すなわち3 市

場環境には販売単位が，技術ー経済 (techno-economic)環境には生産単位が，

科学環境には緋究単位がその対処にあたる。 [8J[9.J [10J乙午に分化とは，

さまざまな職能部門における管理者の聞での態度及び行動D差異であり，次の

四つの要因を含む。①目標指向②時間指向〈当該Dサプ環境から決定的なフィ ド

パヅクを得るのに要する時聞の差異〉①対人指向〈課業指向か対人関係指向かの差異〉

④構遺り Formalityロ環境の不確実性の程度と②③④の要因との関係は次の如

くである。 [10J

第 4図環境の不確実性と分化

環境セクターの不確実性 高 巳ヨ 低

時 問 指 向 長 中 短

対 人 指 向 課業 social 課業

構造IJ)Formality 低 巾 高

(]. W. Lorsch (10J p. 6) 

この分化が大きくなればなるほど，環境の要求する努力の統ーを達成するた

めに必要な部門間り共働 (collaboration)の質の確保が困難になり，部門間に複

雑な相互依存性が要求される。 [8J[lOJたとえば Thompsonはこの相互依

存性を間接的，逐次的，交互的，の三つに分類し，各々に必要な調整手段は，

標準(1:;(ノレーノレやノレ ティンの確立)， プラ:/(;7ケン z ノレ)， 相互調整であると

主張した。 [20Jもちろん， 組織はこの三つの相互依存也をある程度もってい

る。 Lかし，ある特定の環境状況における企業は，そ、こにおいて「競争上もっ

とも重要な問題JCdominant competitive issue)に従って. 一つあるいは二つの
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タイプの相互依存性が重要になる。[l1Jたとえばプラλ チ γクと食品の競争

上もっとも重要な問題は， 製品・プロセスの羊新であった。 [8)従って研究

と生産，研究と販売のメンバーは，製品の特徴.1i!Ii客の要求，プロセλの方法

などについて共同決定を行わねばならず，交互的相互依存性が必要であった。

[11) ところがコンテナでは， 競争上もっとも重要な問題は迅速でタイムリー

な配達によって顧客にサービスを供給し，品質白一貫性を維持する ζ とであっ

た。 [18)従って， 市場の需要を満た Fための生産のλケ Y ューリングの問題

が重要であり，市場の需要に気付いた販売単位が生産にこれを伝えるために，

生産と販売の聞に逐次的椙互依存性が必要であり，更に生産能力分配の決定に

関して間接的相互依存性が必要であった。 [11)

このような相互依存性を処理するのが統合メカニズムであり，以下各々の産

業についてこの事情をみる。

司 プラスチック

環境は全体として不確実性が非常に高いので，職能単位が高度に分化され，

そこに密接な相互依存性が必要となる。研究と生産5研究と販売の聞の交互的

相互依存性を処理するために，措層以外の統合メカェヌム〔たとえば統合者，統

合部門〕が要求される。 こうして，統合単位が他の単位より高い影響力をもち，

サーチやコンフリク卜解決を促進して， メYノミー相互の問題解決を可能にする。

また全体的には，管理の多くのレベノレで相主にフィードパヅクやコ '/7リクト

解決が行われるために影響力 (influence)闘は先制載階層のい〈つかのレベノレに均

等に広く分布している。 [11)

b) 食品

プラスチックと同じく相互調整が必要であるが，それほど複雑な統合メカニ

13) Lawrence & Lorsch (8]によれば. r彫響力(inftue沼田)J の概念は， 古典派の権幌 (au
thority)を含む広い概士である.権主Eとは.地位に基づ〈畢響力であると考えられQ，彼らに
よれば，知識に基づ〈距響力(入手できる知識の要当性ιその根拠白健全さと，過去において
正しかったという評判に基づいて組織の資源を拘束し，他人の行動に影響を与える，ある人物の
人格能力、が重要である。 (8)pp. 172-173 
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ズムをもっていない。統合人員が全管理者中に占める割合も低い。(プラスチッ

ク=22%，食品=17%)乙れは分化の程度が，有効な組織業務遂行に必要な統合

メカニズムに重要な影響を与えるためである。すなわち，プラユ争ックの方が1

より不確実で異質な環境であるために，分化の程度が高しそのためにより精

紙な統合メカニズムを発達させていたのである。影響力は全ゆるレベルに分布

していたが，統合部門がないので販売単位と研究がもっとも高い影響力をもっ

ていた。 なぜなら， ιり二つの単位は， 競争上もっとも重要な問題である製

品・プロセλ の草新にタグチしていたからである。 [11)

c) コンテナ

ここでの環境は，全体的に不確実怯が低(，同質なので，分化の程度は低く，

間接的及び逐次的相互依存性だけが必要である。従って殆んどの統合は.上司

部下の聞や階層のヒ部レベノレで達成されていた。すなわち，標準的なエケジ

忠一ノレに沿った階層によって，コミ品ニケーションとコンフリクト解決が可能

なので，特別の統合役割は不要であったb ここでは，販売単位が高い影響力を

もち，ここで市場の需要についての情報が集められ， トップの販売管理者に送

環境の diversity

一至要志すイプ右肩宣夜
査生
実際の分化の程度

統合メカニズム

蒋1'0石扇否天頁ミ盃膏
理者中こ占止 εU合

相且作用りパターン

階層白影響力

高い最響力をもっ単位

第 5図環境諸要因と組織り統合
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(J. w-LorRrh C10J p. 13; J. W. Lorsch & P. R. Lawrence [l1J p. 45) 
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られる。販売管理者は重役と共に資源の配分を決定し，生産計画を立案して生

産単位に送っていた。[l1Jまとめると第5図の如くなる。

以上，環境の不確実性の増大によって，各部門担当者聞に指向の差異がもた

らされ，その程度が大きいほど統合上の工夫が精撤でなければならないという

事情をみた。更に今日の大企業は，激動する環境目、の適応の必要からさまさま

な問題に直面している。このい〈つかの問題について次に触れる。

2 今日の大企業組織のいくつかの問題

a) 多角化企業での組織問題

今日の大企業は，激動する環境への適応の必要lから，携わる産業分野を広げ，

従って多角化によって対応しようとする。その場合，本社と各事業部との関係

についての考慮が必要となる。事業部相互間に直接の市場ないし技術的相互依

存性のない場合(従って間接的相互依存性のみが存在する場合〕には， 一般的には

本社による各事業部の統合は比較的単純な方法王子算などの書類制度や双方のトッ

プ由直接接触など)で達成される。なぜなら，各事業部が独立しており， しかも

各々本社の設立する目標に大きく逸脱しない限り，特に統合努力を要しないか

らである。更に高業績の多角化企業は低業績のそれに比べて， コYフリクト解

決を有効にする諸条件を備えていた。すなわち，本社と事業部を結ぶ連絡担当

者の指向のパラ /Aがとれ℃いたこと， confrontationによるコンフリクト解

決の傾向があったこと，コミェニケーションの上下の流れが適切であったこと，

などである。 [1J 

b) S場レベノレでの組織構成の問題

上のような各事業部の部門化に関連して， そり下部の組織レベノレ〈たとえば

工場νベル〉での組織構成のあり方が問題となる。 ここでは，製品別か， 職能

別かの問題を考察する。従来， どちらを選ぶかの基準について，その利害・得

失のパランスが充分に考慮されなかった。

そとでまず， 消費者食品産業に属するP工場〔製品別組織〉とF工場〔職能別

組織)を比較する。 pは全体として管理者の間の見解の差異は大きしコミェ
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ヱケーショ γは頻繁で形式イじされておらず face-to-faceで行われていた。

更に confrontationによるコンフリクト解決が主であった。 Fでは見解の差

異はそれほど大きくなし ゴミ ι ニケ-:/'3.ンはやや閉鎖的であった。 また

confrontation以外にも smouthing--overや回避が行われていた。 ζ うLて P

の方が工場単位でまとまっているためにFより秀れていた。しかしそれは，工場

能力白改善のような問題解決を必要とする場合，言いかえれば業務活動の計画

化が行いがたしまた章新的な問題解決能力が要請される環境下においてであ

る。逆にノレーティ Y業務の着実な遂行〔たとえは安定Lた状態での生産能力の発揮〉

が望まれるところではFの方が有効であろう。 r21)

c) 流動的な組織構成の問題

Burnsは NASAの実証研究から，プロジ z クト組織の有効なあり方につ

いて次の諸点を指摘している。 [3J

まず計画室の課業は統合・調整であることを明確に認識することが必要であ

る。また計画室内の統合については，全メンパーが一室にいること，全員の参

加決定方式， 更には技術的知識に基づく影響力の行使J confrontatIonによる

コYフリクト解決も重要であった。計画室の組織化の方法は，製品ジステムに

基づくものと職能対象ごとの専門化によるものとがある。前者では，各サブグ

ノレーフ。の指向が中立的である方が効果的であり，後者では，計画室内の各スベ

シァリスト聞の統合をうまく行うことが必要であった。

d) 組織メンバーの課業シλ テムへのコミタトの問題、

Morse & Lorschによれば， 予測可能な課業士行っている産業では， 高度

に公式化された手続き及ひ管理階層をもフた組織が有効であった。また不確実

性の高い課業を行っている産業では，自己管理と意思決定へのメ Yパーの参加

が保証され，余り手続きなどの公式化されていない組織が高い業績をあげてい

た。すなわち各々の産業では，組j織の特徴と課業の性質が適合(五t) している

企業が有効であった。更に各々の産業で高い業績をあげている組織のメ γパー

の senseof com petence (自分の環境をうま〈マスターすることによって生じる満足
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感の蓄積した、民態〉をみると，いずれも低業績の組織に比ベて高い満足度を示し

ていた③すなわち，組織り特徴と課業の要求がうま〈適合すれば，メンバーの

sense of competenceが増大し，より有効な個人業績が生み出されることがわ

かった。従って重要なのは，徒らに参加方式をとることではなく，組織と課業

の適合，有効な課業の遂行， 個人の senseof competenceの三つの要素の聞

の相互関連を考慮するととである。 (16J

VI結語

以上，環境状況とのかかわり合いの中で，要求される組織構造の特徴を概観

した。環境諸条件の変化は，当然企業の mput，outputに影響を与える。従っ

て，企業は環境との聞の取引作用を行いながら mputを outputに変換する

技術 (technology)によってこれをうまく媒介することが必要である。すなわち，

環境状況の変化は，企業で採用される基本的な技術に影響を与え，それに伴っ

て，この変換プロセスにおげる諸個人の相互作用の形態である組織構造が変化

するということである。そζでは当然， どんな環境にも適合する唯一最良の組

織構造というものはない。すなわち，有効な組機化の方法は，環境諸条件によ

って contmgentに決まってくると考えるべきである。

こうして本稿では， 環境状況を把握する枠組と inputを outputに変換す

る技術によって要請される組織構造とを概観しずお

もとより， これで充全というものではない。たとえば組織を意思決定のシス

テムとみるなら，意思決定戦略のバターンは環境状況によりてどう変わるか，

が問題とされなければならない。また本稿立は，ある環境状況に望ましい組織

構成のあり方を問題にしており，その意味で静態的な議論である。すなわち，

変化する環境状況への組織の対応過程の分析が必要である。これらの問題の考

察については，次の機会を待ちたい。
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